
 

 

 

 

 

 

 

 

●対象の概要  

 農業者の高齢化や就業人口の減少が進んでお

り、今後もその傾向が続くことが見込まれる。こ

のような状況の中、新規就農者は140名/年前後、

認定農業者は1,700経営体で推移しており、本県

農業を将来にわたり持続・発展させるためには、

これらの農業生産の核となる人材の確保や、時代

の変化に柔軟に対応できる力強い担い手の育成

が急務である。 

 

●課題を取り上げた理由  

効率的かつ安定的な農業経営へ発展するため

には、栽培技術の確立はもちろんのこと、経営管

理能力の向上が重要であり、目標を設定し、目標

達成に向けた計画を作成、実行、評価して改善に

つなげるといったＰＤＣＡサイクルの実践が必

要である。ことになる。農業者が自ら実態に即し

た実現可能な経営計画を作成するためには、品目

ごとの農業粗収益、経営費、作業時間やそれらを

構成する要素を収集する必要があり、県の実情に

合った品種や栽培体系、栽培技術に沿った経営指

標を示すことが有効である。 

また、経営を発展させてきた新規就農者、認定

農業者は、それぞれの創意工夫で農業を営んでお

り、農業者のロールモデルになる事例を示すこと

で、発展段階に応じて生じるさまざまな課題解決

に向けたヒントが得られるのではないかと考え

た。 

 

●普及活動の経過  

１ 経営指標の作成 

「香川県農業経営基盤強化促進基本方針」の

見直しに合わせ、令和３年度の経営指標公表を

目標にした。経営指標作成に当たっては、県の

推進方針に合った品目選定・規模を想定する必

要があること、経営収支や作業時間の作成など

栽培技術に関した知識が必要になることから、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及センター経営担当だけでなく、担当や所属

を超えた課題として取り扱うこととし、平成29

年度に「香川県農業経営基盤強化基本方針に掲

げる営農類型策定に関する検討会」を開催した。

 検討メンバーは、普及、研究、行政各部門に

加え、ＪＡ香川県、香川県農業会議とし、作成

の目的を共有するとともに、実施方法、役割分

担等を明確化した。その後の進行においては、

検討内容によりメンバーを変え、随時打ち合わ

せを行いながら進めた。 

検討会では、経営指標が必要な品目を検討す

るとともに、非公表であった「収支等資料を基

に数値を見直す品目」、モデル調査を実施して

「新規に作成する品目」を選定した。作成に当

たっては、前提条件、使用する数値・資料等に

ついて農業革新支援専門員が中心となり確定

させ、普及指導員がＪＡ営農指導員と連携して

行い、品目間の調整や組合せなどは農業革新支

援専門員が行った。 

２ 優良事例・就農事例の作成 

様々な情勢変化の中でも柔軟に対応し経営

発展を遂げている先進経営体の生い立ち・活動

内容をインタビュー調査で明らかにし、経営の

発展段階ごとの悩みや課題の解決策を具体的

に取りまとめた事例を、農業革新支援専門員中

心に作成した。また、新規就農者に対しては、

各種事業や制度資金等を活用し、認定新規就農

者から認定農業者へステップアップした経営

体の事例を普及指導員が中心となって作成し

た。 

 

●普及活動の成果 

１ 経営指標の公表 

35品目、70作型（品種等）の経営指標を作成

し、営農類型としては、認定農業者28類型、新 

規就農者20類型に組み立て、各市町等関係機関

へ配布するとともに県ホームページで公開し

た。また、県農業試験場が開発し、県内の農業 

担い手の発展段階に応じたレベルアップ支援 
■ 県内新規就農者、認定農業者 ■ 

（農業経営課農業革新支援センター 佐溝尚子） 



 

関係者向けに提供している面談経営計画策定

支援システム（ＦＦＦ）へ経営指標の数値を反

映させ、年間労働配分や収益性の試算が容易に

行えるようにした。収益性の面では、減価償却

費の基となる固定資産を自由に選べるように

することで、より自身の経営内容に則した試算

となるよう工夫した。県ホームページで経営指

標を公表することで、農業者が自身の経営計画

策定や経営改善等に自由に利用できるととも

に、普及指導員等による経営計画作成支援に活

用している。 

 

 
図－１ 公表した経営指標（経営収支部分） 

 

 

図－２ 面談経営計画策定システム（ＦＦＦ） 

 

 

２ 優良事例・就農事例の公表 

優良経営体事例として11経営体、就農事例と

して16経営体の事例を県ホームページで公開

した。就農事例では、新規参入、親元、これま

での経験など置かれる状況が様々であり、品目、

労働力、技術習得方法、販売方法など新規就農

者自身の状況に合わせて参考にできる事例集

とした。 

 

 

図－３ 公表した就農事例 

 

 

図－４ 県ホームページでの公表 

 

●今後の普及活動の課題 

 令和３年度に経営指標を公表したが、品目によ

っては作成から時間が経過しており、現状との乖

離が見られる。農業経営は常にリスクを伴うもの

であり、より堅実な計画作成が求められ、近年の

生産資材高騰の影響を反映させる必要がある。ま

た、県の推進品目の追加など、使える指標として

よりよいものにしていきたい。 


